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第１章 問題 

若年就業者の就職後 3 年以内の離職率は高推移を維持している（厚生労働省，2022）。

離・転職には職場不適応が関連していると考えられ，組織社会化（高橋，1993）は重要な

概念であるといえる。社会化は経験年数に比してなされ，促進要因として良好な対人関係

が重要である（高橋，1994）ことから，テレワークの導入が進むことにより促進されない

可能性がある。 

 

第２章 目的 

本研究ではテレワーク頻度と勤続年数による組織社会化の比較を行う。また，職場の一

体感，上司コミュニケーションの質（効率性，協調性，正確性），精神症状，ワーク・エン

ゲイジメント，離職意思との関連を検討する。以下，本研究の仮説と予測されるモデル図

を示す。 

仮説 1．テレワークより対面での就業の方が組織社会化がなされている。また，勤続年数

が長いほど組織社会化がなされている。  

仮説 2．職場の一体感が高いと組織社会化がなされている。また，上司コミュニケーショ

ンの質が高いと，組織社会化がなされ，職場の一体感が高い。 

仮説 3．組織社会化がなされている方が，職場の一体感および上司コミュニケーションの

質が高い方が，ワーク・エンゲイジメントは高く，精神症状と離職意思は低い。 

仮説 4. ワーク・エンゲイジメントが高いと精神症状と離職意思は低い。離職意思が低い

と精神症状も低い。 

Figure2.2 予測されるモデル図  

 

第３章 方法 

 研究倫理委員会の承諾後，Web 調査会社に調査を委託した。22-29 歳の大学卒業以上の

新卒採用である企業従業員について，テレワーク頻度と勤続年数 1-3 年で 9 分類し，各群

200 名を対象とした。最終的に，対象者は欠損値を除外した計 1098 名で調査を行った。

調査は組織社会化尺度，新職業性ストレス簡易調査票の「職場の一体感」尺度，上司コミュ

ニケーションの質尺度，Kessler10，ワーク・エンゲイジメント尺度，TIS-6，基本属性，

テレワーク状況に関する質問を行った。分析は HAD を用いた。 
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第４章 結果 

 勤続年数とテレワーク頻度による尺度得点も比較をした結果，勤続年数が「1 年目」の

群は「2 年目」「3 年目」の群よりも「職業的社会化」がなされておらず，「職場の一体感」

「ワーク・エンゲイジメント」が高く，「離職意思」が低い傾向があった。また，テレワー

ク頻度が「高頻度」「低頻度」の群は「テレワークなし」の群よりも「職場の一体感」「上

司コミュニケーションの質」が高く，「離職意思」が低い傾向があった。「文化的社会化」

は交互作用がみられ，1 年目のテレワーク頻度が「低頻度」の群は「テレワークなし」「高

頻度」の群よりも社会化がなされる傾向があった。  

 次に，各尺度間の相関係数を求めた結果，「組織社会化」は「上司コミュニケーションの

質」「ワーク・エンゲイジメント」と弱い正の相関を示した。下位尺度をみると，「上司コ

ミュニケーションの質」は「職業的社会化」と弱い正の相関を示した。  

 最後に，仮説のモデルをもとに共分散構造分析モデルを作成した結果，「上司コミュニ

ケーションの質」は「組織社会化」へ弱い正のパス，「職場の一体感」へ中程度の正のパス

を示した。「職場の一体感」「上司コミュニケーションの質」は「ワーク・エンゲイジメン

ト」へ弱い正のパス，「精神症状」「離職意思」へ弱い負のパスが示した。また，「ワーク・

エンゲイジメント」は「離職意思」へ弱い負のパス，「離職意思」は「精神症状」へ中程度

の正のパスを示した。 

 

第５章 考察 

組織社会化の「職業的社会化」は年数に比してなされ，「文化的社会化」はテレワーク

低頻度の方がなされる可能性が示唆された。したがって，仮説 1 は一部支持された。  

次に，「組織社会化」と「職場の一体感」「上司コミュニケーションの質」の結果から，

上司コミュニケーションの質が高いと職業的社会化がなされ，職場の一体感が高まること

が示唆された。したがって，仮説 2 は一部支持された。 

また，職場の一体感および上司コミュニケーションの質が高いほど，ワーク・エンゲイ

ジメントは高まり，精神症状は生じにくく，離職意思が低いことが示唆された。さらに，

テレワークの頻度の比較から，対面よりテレワークをしている方が，組織社会化がなされ

るほどワーク・エンゲイジメントが高まる可能性がある。したがって，仮説 3 は一部支持

された。 

 最後に，ワーク・エンゲイジメントが高いほど離職意思は低く，離職意思が低いほど精

神症状は生じにくいと考えられる。また，組織社会化は離職意思に直接関連はしないが，

ワーク・エンゲイジメントを介して関連している可能性が示唆された。したがって，仮説

4 は一部支持された。  

 

第６章 まとめ 

 仮説の検証結果から，テレワーク勤務における組織社会化の促進において，上司のコミュ

ニケーションやワーク・エンゲイジメントの維持・向上を図ることの有用性が示唆された。 

最後に，今後の課題として，サンプルの偏り，テレワーク頻度別のテレワーク状況およ

び基本属性と各尺度の相関係数の比較，下位尺度を含めた共分散構造分析モデルの検討が

できなかったこと，テレワークの位置づけの個人差を考慮できなかったことが考えられる。 
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